
No 適用法規等 規制事項・基準及び測定頻度等 該当設備・適用事項等

遵守状況確認

2015年6月10

日

備考（△・×に

関するｺﾒﾝﾄ

等）

1 大気汚染防止法 ばい煙発生施設（法２条２項） 簡易ﾎﾞｲﾗｰ2基 該当なし

2 水質汚濁防止法

有害物質使用特定施設（法２　②⑦、法５　①）

　　特定施設（令１、別表１、六十六）の届出 有害物質（令２）

排水基準に適合（法３①、１２①,排水基準省令、別表第１）

水質測定と記録の保存（法１４－１項、規９条）

事故により有害物資等の排出時応急措置及び届出（法１４の２）

H24.6改正水濁法に伴う点検及び記録（3年間保存）

電気めっき施設

有害物質：六価ｸﾛﾑ化合物

○

3

特定工場における

公害防止組織の整

備に関する法律

公害防止統括者（資格不要）の届出（法3の3）

公害防止管理者（法4の3）の届出

水質関係有害物質発生施設（排水量平均１万㎥/Dで区分）

公害防止管理者代理者（法6）の届出

電気めっき施設

有害物質：六価ｸﾛﾑ化合物

　（排水量　1万㎥/D以下）

○

4 浄化槽法

＊新設置後水質検査（法7条令4条）

　定期水質検査（法11条）　年1回

　保守点検（法8条）回数は令による

　清掃（法9条）1回／年

合併　30人槽 ○

5 騒音規制法

＊特定施設（法2条令1条別表1）の届出

　　空気圧縮機・送風機（7.5Ｋｗ以上）

　

＊届出（法6）

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ　5.5kw、

送風機11kw以上

集塵機7.5KW

○

6 浜松市告示

規制遵守（法5条）　地域指定と規制値　地域指定；第4種区域規制値；昼間：

70ｄＢ、朝・夕：65ｄＢ、夜間：60ｄＢ

- ○

7 振動規制法

特定施設；（法６、令１、別表１）

　圧縮機（７．５KW以上）

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ　5.5kw、

送風機11kw以上

集塵機7.5KW

冷凍機：7.5KW

○

《産業廃棄物》事業者による廃棄物の適正処理（法3条）

　収集運搬及び処分の委託（法12③④）

管理表（ﾏﾆﾌｪｽﾄ伝票）の適正管理（法12条の3）

管理表に関する報告書の提出（法12条の6）

廃ﾌﾟﾗ、廃ﾌｨﾙﾀｰ、ｶｰﾄﾘｯｼﾞ、

活性炭、排水汚泥、ｽﾗｯｼﾞ

○

《特別管理産業廃棄物》（法2⑤、令2の4　別表1～3）

　保管基準（法12の2、規8の13）

　収集運搬及び処分の委託（法12の2③④）

  管理責任者の設置（法12の2⑥⑦、規8の17）

　帳簿の整備（法12⑪・12の2⑫　規8の5・8の18）

＊特別管理産業廃棄物とは

　廃油（引火点７０℃以下）、廃酸（ＰＨ2.0以下）廃ｱﾙｶﾘ（ＰＨ12.5以上）

＊特定有害産業廃棄物とは

　以下の物質を含む廃酸廃ｱﾙｶﾘ及び汚泥等（鉛及びその化合物、6価ｸﾛﾑ化

合物、ｼｱﾝ化合物等）

廃強酸、廃クロム、廃アルカ

リ、

廃酸 ○

《事業系一般廃棄物》

市の処分場へ出す廃棄物

事業系一般廃棄物・資源ﾘｻｲ

ｸﾙ；廃新聞紙、ｺﾋﾟｰ用紙、軍

手、ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ、ﾋﾞﾝ、缶、PETな

ど

○

廃棄物置場の管理（法12条2項、規8条） 「産業廃棄物保管場所」表示 ○

9

市産業廃棄物の適

正な処理に関する

条例（Ｈ２１．１０．１

施行）

産業廃棄物管理責任者の選任

委託業者先の実地確認

　　契約時、及び継続は1回／年以上

産業廃棄物全般 ○

10 土壌汚染対策法

有害物質使用特定施設を廃止する場合は、土地の汚染状況を調査、報告

（法3）

但し、その土地を継続使用する場合は、「ただし書きの確認」を申請すれば免

除（規12）

電気めっき施設

　第2種特定有害物質：

　　六価ｸﾛﾑ化合物、

当期間該当

なし

11 消防法

浜松市火災予防条例（66条）

　少量危険物の貯蔵・取扱いの届出；表示版設置

　（指定数量未満、1/5以上）灯油；1KL未満200Ｌ以上）

ｽﾄｰﾌﾞ用の灯油（200L以下で

使用）

少量危険物

には該当し

ない

7　環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無（浜松工場）

8

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

（廃棄物処理法）
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No 適用法規等 規制事項・基準及び測定頻度等 該当設備・適用事項等

遵守状況確認

2015年6月10

日

備考（△・×

に関するｺﾒ

ﾝﾄ等）

12 ＰＲＴＲ法

第1種指定化学物質等取扱事業者（法2⑤、令3,4）

　（1トン／年以上、特定0.5ﾄﾝ／年以上、従業員21人以上）

　第1種指定化学物質（令1、別表1、Ｈ21.10.01追加）

　特定第1種指定化学物質（令4、ロ）

　第2種指定化学物質（令2、別表2、H21.10.01追加）

＊第1種指定化学物質の排出量などの届出（法5②、規　5,6）

＊事業者は、物質を譲渡時にMSDSを提供（法14①②、MSDS省令2～6）

ｸﾛﾑ及び3価ｸﾛﾑ化合物

（68）、6価ｸﾛﾑ化合物（69）、

ﾆｯｹﾙ（231）、ﾆｯｹﾙ化合物

（232）等

（PRTR購入量調査表参照）

新規購入時MSDSを受領し、

情報として利用

○

13

毒物及び劇物取

締法

業務上取扱者の届出（届出業者）

（法22①② 令41、42、規13の12、規18、別記様式18）電気めっき業などが該

当

（非届業者も含む）

毒・劇も物の盗難・紛失・飛散等の防止措置（法11、22④）

毒・劇物の廃棄方法の基準（法15の2）

毒劇物・薬品などを使用して

いる。管理方法及び廃棄につ

いて順法が必要。法令薬品別

台帳参照

○

14

ｴﾈﾙｷﾞｰの使用の

合理化に関する法

律（省ｴﾈﾙｷﾞｰ法）

第2種特定事業者（令2）（2010.04.01から事業者ベース）

　ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量（電力、石油、LNGなど）が原油換算

　で1500KL以上3000KL未満／年

静岡、浜松　合計で1500KL以

下

該当なし

15 ﾌﾛﾝ排出抑制法

業務用ｴｱｺﾝ、冷凍機の整備時・廃棄時　（法4条、法19条の3）

工程管理制度（ﾏﾆﾌｪｽﾄ：回収依頼書、委託確認書など）の実施（法19の3①

②）

－－－－－－－－－－－

すべての業務用冷凍・空調機器（第１種特定機器）を対象に、簡易点検を実

施(３か月に１回以上）　定期点検：ｴｱｺﾝ7.5kw以上3年に1回以上

業務用ﾁﾗｰ、ｸｰﾗｰ

業務用空調機

冷媒としてﾌﾛﾝ使用機器

　ﾌﾛﾝ使用の圧縮機

－－－－－－－－－－－

簡易点検実施

○

16 家電ﾘｻｲｸﾙ法

特定家庭用機器（ｴｱｺﾝ、ＴＶ、冷蔵庫、洗濯機）（法2条令1条）

廃棄時；適切な引渡し・料金支払い（法6条）と管理票受領（法43条）

ｴｱｺﾝ、ＴＶ、冷蔵庫、洗濯機

－－－－－－－－－－－

　廃棄時に対応

該当なし

17

静岡県地下水の

採取に関する条

例

条例6条

設備設置届出

揚水量届出（毎年2月末に届出）

「浜松市でも県条例が適用される」

届出平均採取量150㎥／日

口径40ｍｍ

能力0.2㎥／分

○

衛生管理者の選任（常時50人以上の事業所）

　（法12条、令4条、規7）

作業環境測定（法65）

　（令21、別表33、一・二）

　　特化則関連（特化則　36①）

　（令21、別表6-2、有機則１二・六）有機則関連

特化則、有機則作業主任者

が必要な作業職場で測定が

必要（業者委託も可能）

○

特定化学物質障害予防規則（特化則）

　特定化学物質作業主任者の選任（法14、令6

　十八、特化則２７、別表３）

管理全般（特化則27条～38条）

特化物（別表3）を製造又

は取扱う作業（除く試験研

究）で選任

記録、保存、掲示など規制

あり

「ｸﾛﾑ酸等」の測定記録は

30年保存（特化則36）

特別管理物質：「ｸﾛﾑ酸

等」の作業場には掲示版を

（特化則38の3）

○

有機溶剤中毒予防規則（有機則）

　有機溶剤作業主任者の選任（法14、令6

　二十二、有機則19、別表６の２、規2,3）

管理と測定（有機則19条～28条）

有機溶剤（別表6の2.5％以

上）を製造又は取扱う屋内

作業場等での作業

（但し許容消費量以上が対

象で適用の除外がある有機

則19、有機則2,3条の1項）

選任、記録、掲示など規制

あり掲示；有機則24,25）

該当なし

化学物質等の有害性等の通知制度（SDS通知制度）

（法57の2、令18の2、別表9）

　＊提供者は相手方にSDSを通知する

　　（化学物質購入者がSDSを要求するのが良い）

　＊通知されたSDSは、作業者の見やすい

　　場所に掲示又は備え付けること等により取扱

　　う労働者に周知する。（法101）

別表9（1％以上）及び別表

3の1の物質（該当物質が多

いので化学物質を購入時、

購入業者にSDSの要否を確

認するが良い）

○

19 悪臭防止法 浜松市告示153号　臭気指数10以下 - ○

20

RoHS指令

（SOC4物質）

REACH規制

顧客からの要望により対応する。 - ○

※環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果は、環境経営ﾏﾆｭｱﾙに従い環境法規制等一覧表にて実施し、問題はありませんでした。（2015.06.10実施：和久田）

※遵守状況：　○適切　　△　一部是正要　×是正要　　--当期間該当なし　又は　必要に応じ内容を記載する

※違反、訴訟等の有無は、関係機関からの指摘、利害関係者からの訴訟も過去3年間ありませんでした。

20

18

労働安全衛生法

（労安法）

（注意；この一

覧表では、すべ

ての労安法関連

の全てをカバー

していないので

対応時は法令を

再確認のこと）


